









The Provision of Economic Control Laws and
Economic "Crime" in Colonial Korea during the
Period of All-out War
特集号タイトル 日本統治下の朝鮮 : 研究の現状と課題
Korea under Japanese Rule : Past and Current



































とは全 く異なった総督中心の統制政策 を強化 しようとした」との見解
を示している(112～113頁)。 しか し、同書においては、日本のケー

















「(一)官 庁の統制力の徹底せること、(二)官 庁統制に対 し民間が
協力的なること、(三)統 制に当た り形式的整備を民度その他 と権衡
を失せないやうにした こと、(四)従 来の機構、組織 を極力活用した
こと、(五)法 規統制をなるべ く避 けたことの五項が朝鮮の経済統制
























人 数 百 分 率
(=(a)*100
/(a)+(b))
人 数 百 分率
(・(b)*100
/(a)+(b))
1937年7～12月 109 o.i 166,823 99.9 166,932
1938年 765 0.5 155,353 99.5 156,118
1939年 3,031 2.1 141,824 97.9 144,855
1940年 21,858 14.5 128,747 85.5 150,605
1941年 32,578 22.4 112,821 77.6 145,399
1942年 30,304 21.7 109,057 78.3 139,361
1943年 36,579 25.7 105,636 74.3 142,215
1944年1～6月 27,738 27.7 72,320 72.3 100,058























戦 時経済 統制法令 は、根 拠 とな る法令 によって大別 す る と、(a)
輸 出入 品等臨時措 置法 お よび これ に関連 す る法令、(b)国 家総動 員
法 に基づ く法令、(c)そ の他 の個別的法令 の三系統 か ら構成 され てい
た(5)。(a)に ついて は、輸 出入 品等 二関ス ル臨 時措 置 二関 スル法 律
(法律第92号 。1937年9月 内地で施行、10月 朝鮮 で も施行。以下、輸
出入 品等臨時措置法 と略記)が 、輸 入制限等 によって需給 の調整が必
要 となる物品の配給 ・譲渡 ・使用 ・消費 等 に適宜 の措置 を講 じうる こ
とを定 めてお り、個 々の物品 ご とに、内地 では商工省令 ・農林 省令 、
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朝鮮 では総督府令(以 下、府令 と略記す る)に よって統制対 象物品 を
指定 した。(b)に ついて は、国家 総動 員 法(法 律 第55号 。1938年5
月、内地朝鮮 を通 じて施行)が 包括的 ・概略的 に基準 を規定 した法令
で あったため、個々 の条文の発動 は細則的 な施行 法令 によって行われ
た。(c)は 、朝鮮 で は、「暴利 ヲ目的 トスル売買 ノ取締 二関 スル件 」
(1937年5月 発布、府令第60号 。以下、本稿で は 「暴利取締令 」 と略
記す る)を 嚆矢 としてその数が増加 してい く。
この ような経済統制法規の実効性 を確保す るために違反者 の取締 を
担 ったのが経済警察 だった。内地 の経済警察(1938年7月 に発足)に
やや遅れ て1938年11月 発足 した朝鮮 の経 済警察 は、(一)輸 出入 品等
臨時措置法及 び これ に基づ く関係命 令、(二)暴 利 取締令、(三)「 其
ノ他必要二応 ジ警務局 二於 テ関係局課 ト協議 シ経済警察 二於 テ取扱 フ
モノ ト決定 シタル法令」 を取 り扱 うもの と定 め られていた(6)。先述の
三 系統 の法令 の内、(b)国 家総 動員法 関連法令 のみ取扱法令 として
明記 されていなかったが、1939年10月 国家総動員法 にもとつ く価格 等
統制令 ・地代家賃統制令が朝鮮で も施行 され ることになる と、警務局
ではこれ らの法令 に対 する経済警察官 の関与範 囲について検討 し、結
局、国家総 動員法 に基づ く上記の 「二法令 二対 シテハ指 導防犯検挙事
務 ノ全面二亘 リ関与 スル コ ト」 となった(7)。
ところで、内地 と朝鮮 における経済統制体系 の異同 はどの ような も
のだったのだ ろうか。 この点 に関わって、1938年3月 、国家総動員法
案 の議会審 議 において、大谷尊山拓相 は以下 の ように答弁 している。
「朝鮮、台湾 ノヤ ウナ、相当強力ナ総督政治 ヲ布イテ居 リマス場所
二付 キマ シテハ、或ル程度 マデハ緯督 二権 限 ヲ與ヘマ シテ、朝鮮、台
湾等 ノ事情二最モ適 切ナル運用 ヲシテ行 ク ト云 フコ トガ穏 当デアラウ
…内地 ト十分二統制 ノアル歩調 ヲ以テ進 ミツ 〉モ、一方外地 ノ事情二
適応致 シマシタヤ ウナ運行 ヲ致 シテ行 キ タイ、斯様二考ヘテ居 リマス、
完全 ナー元 ト云 フコ トニハ、或ハ行 カナイカモ知 レマセヌガ、方 向 ト
致 シマ シ テハ 固 ヨ リ綜 合 的二、統 制 的 二進 ンデ行 ク積 リデ ア リマ
ス」(8)。
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また、1942年 か ら44年 にか け政務総監 を務 めた田 中武 雄 も、「物価
統制 とか食糧統制[で は、内地 に]… もちろん協 力 はしました。 もち
ろん協力 はしました けれ ども…常 に朝鮮原住民族 の民心 にどう影響 す
るか とい うこ とをいちばん の土台 に考 えた」 と断 りをつ けつつ も、
「別段 に、戦争に協力す るた めに朝鮮 だけ特別 に物 価統制 を内地 と異
なった形態 においてや った とい うことは、 これ はあ りません。全然 な
いです」 と回顧 している(9)。
これ ら政策担当首脳 の発言 か ら窺われ るのは、朝鮮 に内地 と同一 の
法体 系に基づ く経済統制 を実施 しなが ら、部分的 に植民地 の事情 や現
地民族 の民心 を考慮 して異質 な部分 も導入 した、 とい うことだ ろう。
その具体的 な内容 を考察す るために、 まず、朝鮮 ・内地 それ ぞれの統
制 法令数 の推移 をまとめた表2を 見 よう。なお、 これは公布 されたす
べての経済統制法令 を示 す ものではな く実際に適用例が あ り違反者 を
生 じた法令 のみカ ウン トした もので ある。
この表 に よって 明 らか に な るの は、 まず、内地 ・朝 鮮 を通 じて








朝鮮 内地 朝鮮 内地 朝鮮 内地 朝鮮 内地
1938年 6 32 1 7 32
1939年 12 44 4 5 2 18 49
1940年 31 82 9 6 2 42 88
1941年 28 106 8 33 3 7 39 146
1942年 32 110 9 44 1 10 42 164
1943年 34 110 12 53 3 9 49 172
出典:朝 鮮総督府警務局編刊 『朝鮮警察概要』1940年 版(1941年)参 考諸 表116～119頁 。
朝 鮮総督府警務局経 済警察課編刊 『朝鮮経済 警察概 要』(1942年)24～27頁 。朝鮮総督
府 法務局編 『経済情報』第5輯(1942年)235～237頁 。「内務大 臣請議 朝鮮総 督府部 内
臨時職員設置制令中改正 ノ件」(1944年7月 。『公文類聚』2A-13類2822)所 収 「経済統制
令 別違 反取締状況表」。なお、内地 については西田美昭 「戦時下 の国民生活条件 一戦 時
闇経済 の性格 をめ ぐって」(大 石嘉一郎編 『日本帝国主義史』第3巻 、東京大学 出版会、
1994年)374頁 所収の 「違反法令数 の推移」を参照 した。
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ものの、類型別 に見 る と若干のタイムラグをともなっている とい う点
で ある。す なわ ち、 日中戦争 開始直後 か ら(a)輸 出入品等臨時措置
法関連 の法令が統制対象品 目の拡大 とともに増加 してい き、次 いでや
や遅 れて1939年10月 の国家総動員法発動以降(b)タ イプの法令 の増
加が始 まった。 これに ともない施行 された価格等統制令 は価格 そのも
ののみならず運賃 ・保管料 ・損害保 険料 ・賃貸料等の価格構成要素 を
も統制対象 とした ことで、質的 にも経済統制 の新たな段 階 を画 す こと
になった(10)。以上 の ような経済統制法令 の構成の段階的変化 は基本的
に内地 ・朝鮮 ともに確認 で きよう。
しか し、(a)(b)(c)い ずれ の類 型 の法令 を とって も法 令数 は内
地 よ りも朝鮮が少ない ことも容易 に見て とれ よう。1943年 時点 で比較
す る と、内地で は(a)110、(b)53、(c)9、 合計172で あ るのに対
して、朝鮮 は(a)34、(b)12、(c)3、 合計49に と どまる。 この よ
うな差異 について井坂商工課長 は以下 のように説 明 している(11)。
「更 にもう一 つの[内 地 との]違 ひは、朝鮮 は統制 をや るの に、極
力法規統制 を避 け、所謂 自治統制 をやって来た ことであ ります。 これ
は一・面 において、業者 の方 に責任 をもって もらう といふ ことになるの
で あ ります。 もちろん、 その反面 には…朝鮮総督 にあらゆ る権限が集
中されて ゐるために、た とへ法規 によらざる統制 をな して も、従 て処
罰 の規定 はな くつて も、 どんな方面か らで もそれ を強行 し得 るだけの
組織 になって ゐるか らであ ります」。
事実、許英蘭 、前掲論 文 によれば、朝鮮 では朝鮮人 と在朝 内地人 の
問に物資 の嗜好 や消費 に不均衡 があった り、 中小企業統合が進 んでい
なかった りす る とい う特殊事情 が存在 したために法規 によらない 「自
治統制」 の形態が取 られた物 品が多か った とされている(12)。序章で述
べた ように、同時代 の言論人や総督府官僚が、朝鮮 の方が 内地 よ りも
経済統制 が緩や かだ とい う実感 をもっていたの は、以上 のよ うな事実
に基づ くものだ ろう。
ただ し、 この ように経済統制法令数が 内地 に比べ少なかったか らと
いって、直ち に朝鮮 の経済統制が緩 やかだった とはい えない。
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第一 に、経済統制法規 に よらない 「自治統制」 における不正の場 合
も、井坂 も言及 してい るように、詐欺 罪 ・警察犯処罰規則 ・背任罪等
を適 用 され普通刑法犯 として処罰対象 になったか らである(13)。
第二 に、朝鮮で施行 された統制法令 が内地の もの と同一で あったか
どうか を検証 してお く必 要がある。 ここで は、表2中 、1941年 朝鮮で
違反者 を出 した43法 令 につ いて検 討 を行 った('4)。(a)タ イプ28法 令
については、 内地 の農林省令 ・商工省令等 を明 らかに流用 して いる も
のが20(15)、内地 の法令 と比較 する と対象 となる物 品が一部重 なる程度
で あった り、配給 のみの統制 か需給 の統制か といった顕著 な違 いが あ
るものが4で ある。 その一 方で、 内地 の農林省令 ・商工省令等 の中 に
対応 す る法令 が見 あた らない法令 も4(16)あ った。 すなわ ち、(a)タ
イプについては、朝鮮の統制法令 は内地法令 に完全 に包含 され る関係
にあったわ けではな く、独 自に物 品の指定等 を行 って統制 していた場
合 もあ ったのである。
(b)に ついて は、 国家総動員法 に もとづ き出された勅令 が内地 ・
外地 ともに施行地域 としてい る。 ただ し、一部の条項 が朝鮮 に適用 さ
れていない場合 もある(地 代家賃統制令 にお ける地代家賃審査会の規
定 など)。
(c)の 個別 法令で は、 その代表格た る暴利取締 令が、内地 の暴 利
取締令 改正 と連動 しなが ら改正 を重 ねなが らも異な る部分 があるのが
注 目される(17)。同令 は、当初 の1937年8月 改正で は戒 告主義 を取 って
お り、処罰規定 は弱か った。 しか し、 同年12月 の改正 で取締対象物品
を拡大す るとともに 「価格 表示制」 を全面的 に実施 し、40年7月 改正
で は罰則 の強化、41年8月 改正 では買 い占め、売 り惜 しみの全面取締、
いわゆ る 「抱 き合 わせ販 売」の禁止 等が盛 り込 まれた(18)。この内、
1939年12月 改正 に対 しては殖 産局長 が次 の ような談話 を発表 して い
る(19)。
「茲二特 二注意 ヲ促 シ度イ ノハ 内地 ノ改正ガ違反者 ニハー 月以下 ノ
懲役又ハ百圓以下 ノ罰金 ヲ処スルニ過 ギナイガ、朝鮮 二於 テ低物価政





説明している(『大阪朝 日新聞 朝鮮付録 西鮮版』41・8・3。 以下、






















受 けた者の人数の推移を内地 と対照 しながら表3に 整理 してある(20)。
同表からはいくつかの事実が読みとれよう。
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第一 に、検挙 ・起訴件数 を時系列的 に追 うと1940年 以降急増 してい
る。1938年11月 に発足 した朝鮮経済警察 は当初 「防犯第一一主義」 をか
かげ、経済統制の理解 を周知 させ るこ とを当面の 目的 としなが ら懇談
会 を通 じた業 者指導 に力 を入 れた。 また、取締 を行 う際 も検挙 ・諭
示 ・戒告(暴 利取締令のみ)の 内、警察署長が説諭 の上 で始末書 をと
る形式 の 「諭示」が大部分 を占めた。
しか し、 この ような方針 に対 して、現場 では、取締 が消極 化 し業者
指導 も必ず しも経済犯罪抑制 につながっていない との認識 を示 してお
り、 その結果、1940年 頃か ら 「厳罰主義」が とられ るようになった(21)。
すなわ ち表3に みるように、検挙 が多用 され るようにな り経済警察 の
取締件数全体(a)が 増加 す る とともに、検 事局で も起訴人 数が急増
した。1939年 か ら40年 にか け、経 済警察 による処理人 数(a)で は約
3.9倍 、検 事局 による起訴 人数(c)で は約7.6倍 とい う高 い増加 率 を
示 してい る。 これ は当時期 の この ような取締 方針 の変化 、経済警察官
の増員(22)、暴利取締令 の強化(先 述)な ど取締体制 の強化 にともな う
面が大 きいだろう。
第二 点 として、内地 の場合 との比較 を行 ってお こう。経済警察 と検
事局 による処理人数 についての様相 は、時期 によって異 な る。 まず、
経済警察創設初期 においては、朝鮮で は内地 よりも法令 の適用が控 え
られ経済事犯数が少なかった。表2の1938年 合計 の数字 は始点 に差が
あ り単純 に比較で きないが、 同 じ1938年11～12月 期 で比べ て も取締件
数は朝鮮で193件 、内地 では約1万 件だ った とされ るか ら(『 大阪毎 日
新 聞 朝 鮮版』39・1・5。 『朝鮮 朝 日 南鮮版』39・1・15に も同記事 。
なお表3と 数値 にずれが ある理 由 は不明)、 相 当の開 きが あった こと
は間違 いない。ついで1940年 以降朝鮮で は先述 のよ うに取 り締 ま りが
強化 されたが、同様 の傾向 は内地で も見 られる。表3に したが えば、
1939年 か ら40年 にか け経済警 察 に よる処理 人数(a')は 約3 .4倍、検
事局 による起訴人数(c')は 約4.6倍 の伸び を示 してい る。
しか しなが ら、1939～40年 を画期 とした変化 とい う一応 同様 の現象
が み られ る とはいえ、朝鮮 と内地 とで は大 きな違い を指摘 しうる。 す
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なわ ち 「厳罰主義」 への転換以降、 内地 では経済事犯者数 の伸 びはい
ったん停滞傾 向に入 った(23)のに対 して、朝鮮 では検挙人数 ・起訴人数
等、 ほぼ一貫 した増加趨勢 を示 しているのである。内地の司法省刑事
局の分析 で も、朝鮮 の経済事犯受理人数 の「増勢が今 日尚衰 へない点 は
内地の現状維持的趨勢 に比較 して注意すべ き処」だ と述べている(24)。
朝鮮で この ように経済事犯が増加 していた要因 について、総督府 はや
や後 の資料 だが、 「1食 糧 及繊 維品等生必物資 ノ需給逼迫 シ民心 ノ不
安増大[中 略]、2配 給統制 特二末端 配給 統制 二不 備 アル コ ト、[中
略]4鮮 満間二於 ケル物価 ノ差[中 略]、5全 般 ヲ通 ジイ ンフ レ傾 向
をヲ生 ジ」てい ることをあげてい る(25)。物資 の不足 とい う一般的事情
に加 え、内地 よりも未整備 だった配給機 構、 内地以上 に急速 に進行 し
たイ ンフレー ションと物価騰貴(26)といった朝鮮特有 の構造 的問題が背
後 にあった ことが推察 される。
そして、 この結果 として、内地 と朝鮮 における取締の懸 隔は徐々 に
狭 まっていった。表3に みるように、経済警察 による処理人数 は1939
年時点で は内地 が朝 鮮 の約10倍 だが、41年 時点で は6.5倍 の差 に縮 小
してい る。検事局 の受理 ・起訴人数 について も、1939年 と41年 で は、
それぞれ9.4倍 が4.0倍 に、7.7倍 が4.0倍 へ といずれ も差が縮小 した。
当時の内地 と朝鮮 の人 口や経済規模 の格差 を考慮す る とき(1938年 時
点 で人 口 は内地 が朝 鮮 の3.1倍 、国 内総 支 出 は8.9倍)、 少 な くと も
1941年 以 降において経済統制法令 の適用 とい う点で朝鮮が内地 よ りも
統制が緩 やかだった とは必ず しも言 いが たい。 また、起訴率 について
は朝鮮で は1938年 末段 階か ら50%近 くに達 してお り、かつ年 ごとに上
昇 していった。起訴率 について は時期 を問わず常 に内地 よ り高 い数値
を示 してい ることも看過 で きないだ ろう。 また、表 には記 していない
が、第 一一審裁 判結果 の比較 によれ ば、懲役 刑 を課 され た者 が内地 の
3.8%に 対 し、朝鮮 で は全体 の13.9%と い う高率 を示 した(27>。
それで は次に、法令別 の違反者数の統計 を用 い、朝鮮 における経済
「犯罪」の性格 を検討 してみたい。表4は 、主要 な経済統制法令 につ
いて個 々の法令違反者 数 を年 ご とに整理 した ものである。
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表3経 済統制法令違反 に対する取締措置 ならびに検挙人数推移(1938～1944年)
朝鮮
経済警察 による処理 検 事局による処理
戒告 諭示 検挙 合計(a) 受 理(b) 起 訴(c) 起 訴率%
(=c*
100/b)
1938年11-12月 一 198 37 235 765 345 45.1
w





1939年 ・ 讃 361 窪0,り35・ 795 21,・19王 、 3,031 ユ:灘Ql
匸47
.5一
1940年1-3月 一 5,477 1,103 6,580
4-6月
一 9,491 5,049 14,540
7-9月 一 14,020 9,599 23,619
10-12月
一 23,707 13,308 37,015
、194◎年.・:. ・∴ 一 ・
"52
,695・. 29」 ◎59',一
一・8L754』 ・ 器,8δ9.・ ;・籤 ・9疫、5Q.U:1 、
1941年1-3月 一 18,471 11,100 29,571
4-6月
一 15,079 13,811 28,890
7-9月
一 12,723 13,539 26,262
10-12月
一 15,099 14,125 29,224
、194陣,1欝1: 、..、爺 ∫6瑠7乞 1:52ヒ,575・:
闇








'69∵王解 一 銘8,927. ・2毒証444・,,1 .癨靱マ鎗 ㌧'59.ξ5暖'
■
一w
1943年1-3月 一 13,555 18,413 31,968




1943年1哥 _■ 46,4餌 83β50 13◎,.254 . 。、36,583』,;「 .一23ゴ6$ 、倉』 64電7'・
1944年1-3月 一 14,921 38,343 27,738
4-6月 一
注:1.1938年 の 「違 反取締措置及 び検挙」の数値 は経済警察発足(1938年11月)か ら同
年12月 末 までの合計数値、同年の 「検 挙事件処分」の数値 は1938年1～12月 末 まで の合
計数値である。
2.警 察の検挙数 より検事局の受理人数が多 い場合が あるの は検 事認知事件が存在 する こ
と、移送事件の二重計算、検事局のみが扱 う経済犯罪が存在す る等の理由に よる と思 わ
れる。
3.1938年 内地の*を 付 した数値 は1938年7-12月 の合計値 である。1943年 朝鮮の*を 付 し
た検事局受理お よび起訴人数 は1943年1-8月 の合計値である。
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内地
経済警察 による処理 検事局に よる処理
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4.表1と 出典資料が異なるため一部数値 が一致 しない ものがあるがその ままにした。
出典:朝 鮮総督府警務局編 『朝鮮経済警察概 要』昭和16年 版(1942年)22～23頁 。朝 鮮
総督府 法務局 編、前 掲 『経済情 報』第5輯 、213～215、235～237頁 。前 掲 「経 済統制 令
別取締状 況表」。朝鮮 府警務局 『第84回 帝 国議会説明資料』(前掲、復刻版、第8巻 、168
頁)。 朝鮮総督府 『第86回 帝国議会説 明資料』(前 掲、復刻版、第10巻 、82、117頁)。 高
等法 院検 事局 『朝鮮刑事政策 資料』1943年 版、67頁 。同前編 『朝 鮮検 察要 報』第1号 、
59～67頁 。なお、内地 につ いては西 田、前掲論文 、375頁 所収 の 「全 国経済警察事犯 取
締処理人 員調 」を参照 した。
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諭示 51 22 25 1 3
検挙 36 1
合計 51 58 25 2 3




諭示 2,992 40 418 103 63 160 275 338
検挙 153 106 129 57 60 40 45
合計 3,145 146 547 103 120 220 315 383
% 14,8 0.7 2.6 0.5 0.6 1.0 1.5 1,8
1940年
1～12月
諭示 3 329 327 409 101 59 87 697
検挙 33 831 44 245 427 89 131 362
合計 36 1,160 371 654 528 148 218 1059
% 0.0 1.4 0.5 0.8 0.6 0.2 0.3 1.3
1941年
1～12月
諭示 289 140 173 106 53 53 889 600 891
検挙 1,210 60 337 994 150 224 398 437 1,208
合計 1,499 200 510 1,100 203 277 1,287 1,037 2099
% 1.3 0.2 0.4 1.0 0.2 0.2 1.1 0.9 1.8
1942年
1～12月
諭示 689 187 136 48 15 268 2,930 447
検挙 3,283 14 458 1,481 104 191 259 979 1,242
合計 3,972 14 645 1,617 152 206 527 3909 1689
% 3.1 0.0 0.5 1.3 0.1 0,2 0.4 3.0 1.3
1943年
1～12月
諭示 347 359 230 7 7 96 4,138 1 551
検挙 2,494 7 749 2,039 127 82 215 887 26 1,305
合計 2,841 7 1,108 2,269 134 89 311 5,025 27 1856
% 2.2 0.0 0,9 1.7 0.1 0.1 0.2 3.9 0.0 1.4
1944年
1～6月
諭示 ? ? 139 68 16 ? ? 14 25 ?
検挙 ? ? 767 1,503 106 ? ? 26 1,192 ?
合計 ? ? 906 1,571 122 ? ? 40 1,217 ?
% ? ? 1.7 2.9 0.2 ? ? 0.1 2.3 ?
出典:表2の 出典資料及び朝 鮮総督府 『第86回 帝 国議会説明資料』(1944年12月 。復刻版、
第10巻 、118頁)。
注1:各期 間において取締 ・検挙件数 の1%以 上 を占めた法令 をすべて摘記 し、それ らの法
令 による取締 ・検挙人 数 を示 した。!%を 超 え る適 用の なかった法令 につ いて は(a)
(b)(c)各 欄 の 「その他」 に算入 した。
2.空欄 は数値 が皆無、?は 数値が不 明、0.0は 数値が僅 少のた め切 り捨 て られ て0と なっ
参考表 経済統制法令の種類別に見た 内地の検事局新受理人数(1938～1944年)
(a)輸出入品等臨時措置法及び関係法令
一般 繊維 鉄鋼 燃料 非鉄金属 皮革 食料品
1938年7～12月 755 7,111 !,240 1,282 123 377
1939年1～12月 11,308 8,657 3,654 1,514 1,696 524 7
1940年1～12月 4,015 4,263 2,821 2,044 1,436 714 419
1941年1～12月 1,423 4,466 3,817 2,170 1,044 562 4,023
1942年1～12月 837 4,272 2,858 1,879 911 707 2,886
1943年1～12月 11,568 5,291 2,244 618 296 13,823
出典:西 田、前掲 論文 、378～379頁 よ り作成。原 資料 は司法省刑事局 『経済 月報』第2
巻第6号(1942年6月)、 同第3巻第3号(1943年3月)ほ か。



















102 96 96 198
37 37
139 96 96 235
59.1 40.9 40.9 100.0
361 361 361
4,389 1,627 40 166 1833 13805 6 13811 20033
590 27 27 178 178 795
4,979 1,654 40 166 1860 13983 6 14350 21189
23.5 7.8 0.2 0,8 8.8 66.0 0.0 67.7 100.0
2,012 17,095 1,385 424 18904 31634 147 31781 52697
2,162 14,579 475 139 15,193 11,665 39 11,704 29,059
4,174 31,682 1,860 563 34097 43299 186 43485 81756
5.1 38.8 2.3 0.7 41.7 53.0 0.2 53.2 100.0
3,194 20,436 1,326 503 22265 35260 653 35913 61372
5,018 20,306 1,266 482 22,054 24,767 736 25,503 52,575
8,212 40,781 2,594 985 44,319 60027 1389 61416 113947
7.2 35.8 2.3 0.9 38.9 52.7 1.2 53,9 100.0
4,720 16,148 1,038 14,415 549 32150 22950 22950 59820
8,011 25,042 795 5,712 852 32,401 28,695 28,695 69,107
12,731 41,190 1,833 20,127 1401 64551 51645 51645 128927
9.9 31.9 1.4 15.6 1.1 50.1 40.1 40.1 100.0
5,736 12,848 1,042 4,993 22 1,134 20039 18480 2149 20629 46404
7,931 32,969 330 6,668 3 1,362 41,332 34,144 433 10 34,587 83,850
13,667 45,817 1β72 11,661 25 2,496 61371 52624 2582 10 55216 130254
10.5 35.2 1.1 9.0 0.0 1.9 47.1 40.4 2.0 0.0 42.4 100.0
? 4,870 80 733 715 1,036 ? ? 5032 1499 ? ? 14922
? 16,987 234 1,952 1,960 29 ? ? 10,778 1,166 ? ? 38,343
? 21,857 314 2,685 2,675 1,065 ? ? 15810 2665 ? ? 53265
? 41.0 0.6 5.0 5.0 2.0 ? ? 29.7 5.0 ? ? 100.0
たことをそれぞれ意味す る。
3:合計の誤 りは訂正 した。 なお、表3と 典拠が異 なるため一部数値が一 致 しない もの も
あるがそのままにした。
4:1944年1～6月 期 は、 それ までの統計 と異な り、主 な経済統制法令 について しか取締件
数 を記 していないため、上表では判明 した件数のみあげてある。ただ し、取締件数合計
については明 らかなのでその数字 をあげた。
(b)国家総動員法 に基づ く法令
(a)その他 小計 価格関係 労働関係 食料関係 繊維関係 (b)その 他 小計
407 11,295
1,236 28,596 1,378 3 6 1,387
1,947 17,659 107,799 1,001 1,187 109,987
2,820 20,325 101,913 2,598 1,368 314 106,193
1,977 16,327 103,891 3,648 5,147 9,296 1,361 123,343
2,240 36,080 131,298 8,618 2,423 142,339
令全体での検 事局新受理 人数合計 も算 出で きない。
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この表 か らは、第一 に、全体 として経済統制法令 の適用 は価格統制
関係 を中心 としていた ことが見 て とれ る。1938年 において は末端 の小
売価格 を統制す る暴利取締令(前 述)、 同令 を補 い、公定価格 を どの
程 度超 えた ら暴利か を明確化 した朝鮮物 品販 売取締 規則((a)。1938
年10月 、府令第218号 。1939年10月 、価格等統制令 の公布 によ り廃止)
の二法令 が違反者 の62.6%を 占 める。 さ らに1939年 に価格 等 統制令
(前述)が 施行 され ると40年 以 降同令 による処分が急増 し、以後、先
述の法規 も含 む価格統制 関係法令 による処分者 が70～90%と いうさら
に高い比率 を占めるに至 った。1939年11月 の司法官会議 にお いて、増
永高等法院検事長が訓示 中で、「製造加工 の制 限乃 至配給統制 の違反
よ り価格統制 の違反に其 の中心 が移行 しつつある」 と指摘 してい るこ
ともこれ と符合す る(28)。なお、 内地で は同一 の分類基準 に基づ く統計
が見あた らないため比較 が困難 であるが、表4参 考表 によれ ば、1940
年以降、価格 統制令 を中心 とす る(b)タ イプの価 格関係法令 の適用
が増加 した点 は朝鮮 と共通 している と見て よさそうである。
第二 に、価格統制 関係以外 の法令 につい て も見 てお こう。初 期 の
1940年 まで は朝鮮 ・内地 とも(a)タ イプ、す なわ ち輸 出入 等臨時措
置法関連法令 の適用が(b)タ イプ よ り多い点 は共通 してい るが、法
令 違反者 を出した主要物資 にはかな り差があ る。す なわち、内地 では
経済統制 の嚆矢 となった綿製品強制管理(1938年6月)に 関わ る繊維
関係 が突 出 して多いのに対 し(29)、朝鮮で比較的大 きな比重 を占めた上
位 品 目は、揮発油 ・重油、皮革、銅 な どだった(30)。
アジ ア ・太平洋戦争期 に はいる と、朝鮮 雑穀配給 規則((a)。1940
年7月 、府令 第176号)や 朝 鮮食 糧管 理令((b)。1943年8月 、制 令
第44号)の 適用例 が増加 している ことにも現れ ているように、食糧関
係 事犯 が増加 した。労務 調整 令((b)。1941年12月 、勅令第1063号)
の ような労務動員関係法令違反者が現れて きた ことも当時期 の特徴だ
った。 また、企業 許可令(('b)。1941年12月 、勅 令 第1084号)に よる
違 反者 が一・定の割合 を 占めてい るが、多 くは実績 の虚偽 申告 に よる
(『京城 日報』42・4・8)。 この うち食糧関係 ・労務動員関係 は朝鮮で
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は全体に占める割合は必ずしも高 くないが、この時期急増 しつつある


















の小売 り価格の一斉調査 を行っているが(『 朝鮮朝 日 中鮮版』40・11・
15、 『朝鮮朝 日 西鮮版』41・5・17)、戦時期末期 においても食糧関係
事犯が高い割合を占めつづけたことは各種資料に示されている(33)。例







は、商工会議所 の所在 す る各府邑 に作 られた官民協力機 関た る経済統
制協力会 の会合 での次の ような報告に窺われ る(35)。
「露天行商 人ハ何 レモー定 セル営業所 モ業種 モナ ク常 二場所 ヲ換
ツ 〉各所 ヲ転々スルモ ノニシテ本 ヨリ経済道義 ト法令 ノ観念ハ臨 ムベ
クモアラザル下 層階級 ノモノナ リ然ルニ彼等 ノ大部分ハ統制物資 ノ配
給 ヲ受 ケ得ザル輩 ナルニ拘ハ ラズ…各種 ノ配給物資其他 ヲ巧 ミニ買溜
メテハ物資 ノ不足 ヲ託 ツ消費者層二潜行的行為 ヲ以テ法外 ノ高値 ニテ
闇取引 ヲ為 シ統制 ト配給 ヲ紊 スノ ミナラズ全鮮各大小 ノ都市別 二見ル
数百数千名 ノ手 中ニアル貴重ナル物資 モ莫大ナル数二達 スベ ク之 レニ
依 ル物資 ノ偏在 モ想像 スルニ余 リア リ」。
また、闇取引に関わ る者 として最 もよく見 られたの も露天商 ・行商
人 であ り、1944年 半 ば頃の調査で は、朝鮮 内の主要22都 市 の うち、彼
らの闇取 引が全般 的 に行われ ている都市 は16都 市(72%)、 一部 に行
われている都市 は5都 市(22%)に 達 していた(36)。この ように都市部
では日常的 に見 られなが らも居所不定 だった露天 ・行商人 に対 しては、
取締が困難 なため、 日中戦争初期 には暴利取締令 の定 め る公定価格表
示義務か ら除外 されていたが、1940年7月 改正 によ り価格表示 を行わ
せ 「取締 ノ徹底」 をはか るこ ととなった(37)。また、彼 らは企業許可令
による取締対象 で もあった。例 えば、全羅北道で は同令 の指定 を受 け
た業者5万4555名 の うち 「一定 の店舗 を構 へない行商人」 が2万118
名 を占め、彼 らに対 し企業許可証 を交付 した り管轄警察署 の腕章 を付
けさせた りして取 り締 まろう とした(38)。
しか し、全般的 に これ ら朝鮮人露天商 ・行 商人 の態度 は取締当局 に
対 し非協力 的ない しは敵対的だった。1941年 頃の経済警察作成の資料
によれば、彼 らは、警察官が取締 に来 る と 「チ ッケ 困 刈一 もの をつ
まむ道具]が 来 た」 「コケ ミ[哥 零。1一つ るはし]が 来 た」 「マル シビ
ワ ッタ[豊 入圓 毅叫一 言 いが か りが来た]」)等 々の隠語 を使 い、価
格表等 を表示 し適正販売 を装った という(39)。
また、戦時期末期 になると 「所謂小闇商人 中婦女子 の跳梁頓 に著 し
く」な る傾 向が見 られた。1944年6月 咸北警察部 で一週間 にわた る一
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斉取締 を行ったところ932名 の検挙を見たが、多 くは食糧品を闇価格
で売る朝鮮人女性行商であり、「闇商人 を取締れぼ吾々よりも消費者
が困るだろう」、さらには 「内地人婦人の財布 を全部空にしてやる」
等の 「特異言動」を見た という(40)。食料事犯が急増 し闇経済が拡大し






























言を為 した者が224名(13.7%)を 占めた(45)。い くつかの例を拾 うと、
「今平壤では若い者 に強制徴用令が出て警察ては総出て毎夜一時から
三時頃の間眠 らずに走 り廻 り無理矢理に召集 して居 るので府民は皆怯
えて居る」(平壤、布木商)、 「先輩応徴士の通信 に依ると食糧不足 と













その他の法令から成 り、 まず 日中戦争開始直後から輸出入品等臨時措
置法関連の法令が統制対象品目の拡大 とともに増加 し、ついで1939年
の国家総動員法の発動にともない同法に基づ く法令が相次いで公布 さ


































変遷 も視野に入れながら内地 と朝鮮の異同について一応の素描 をなし




(1)朝 鮮総督府警務局 長 「経済警察 二就 テ」(朝 鮮総督府法務局編
『朝鮮時局経済関係法令例規集 第一追録』1940年1月 現在、司法
協会、760頁)。
(2)田 剛秀 「戦時体制下 朝鮮 州 銀明刈釧 米穀政策 州 晝を 研究一
流通統制 暑 中心彑呈」(『経済史学』第14号 、1990年12月)、 金尚範
厂日帝末期 経済警察 到 設置 斗 活動」(韓 国民族運動史研究会編
『日帝 釧 朝鮮侵略 斗 民族運動』国学資料院、1998年 、所収)、 河
元鎬 「日帝末 物価統制政策 明1¥}重}研 究」(『史学研究』第55・56
合集号、1998年10月)、 許英蘭 「戦 時体制 期(1937～1945)生 活必
需品 統制 研究」(『国史館論叢』第88輯 、2000年3月)な ど。
(3)井 坂圭一郎 「経済統制 の朝鮮における特徴一朝鮮の経済統制が う
まくゆ くわ け」(『朝鮮行政』第20巻 第9号 、1941年9月)25頁 。 こ
れは井坂が1941年7月 に朝鮮経済倶楽部で行 った講演 の記録である。
なお、朝鮮では総督中心 の強権的経済統制が強行 された と主張する
金仁鎬、前掲書 の論拠 は、井坂講演を再録 した 『朝鮮経済統制問
答』(東 洋経済新報社京城支局、1941年)だ が、実際 には井坂 の論
調は、本文での引用か ら明 らかなように、むしろ朝鮮での経済統制
が緩やかだった とする方に重点 を置いている。
(4)権 泰檍 「'植民地期 朝鮮 近代化論 州t肢}断 想」(于 松趙東杰先
生停年紀念論叢刊行委員会編 『于松趙東杰先生停年紀念論叢』第II
巻(韓 国民族運動史研究)、 耳甘、1997年)280頁 。
(5)山 内敏彦他 『朝鮮経済統制法全書』(大 洋 出版 社、1945年)8頁
以下。
(6)警 務局長発各道知事宛 ・警秘第251号 「経済警察ノ運用 二関スル
件」(1938年11月 。警務局経済警察課編刊 『朝鮮経済警察関連法令
集 第三回追録』1944年 、483頁)。 経済警察の業務全般 については、




(7)警 務局長発各道知事宛通牒 ・警第973号 「経済警察二於 イテ取扱
フ総動員法関連法令二関スル件」(1939年11月 。警務局経済警察課
編刊、前掲 「朝鮮経済警察関連法令集 第三回追録』524頁)。 『釜山




(9)宮 田節子監修 『朝鮮総督府関係者 録音記録』1(十 五年戦争下
の朝鮮統治)(『 東洋文化研究』第2号 、2000年3月)104～105頁 。
(10)1939年 末を経済統制の画期 とす る点に対 して、朝鮮については、
河元鎬、前掲論文、829～830頁 、内地 については原朗 「戦時統制経
済 の発動」(『岩波講座 日本歴史』第20巻(近 代7)、 岩波 書店、
1976年)229～230頁 を見 よ。
(11)井 坂、前掲 「経済統制の朝鮮における特徴」24～25頁 。
(12)許 英蘭、前掲論文、326～328頁 。なお、 これは主に個別物品の統
制 を行 った(a)タ イプに当てはまる説明であろう。(b)タ イプに
ついては、さ しあた り拓務大臣官房文書課編刊 『内外地法令対 照
表』(1941年)所 収 「国家総動員法関係法令対照表」参照。ちなみ
に、内地 と異 なり 「自治統制」 を行っていた品目は、繊維関係、ゴ
ム関係、紙関係、セメン ト、雑穀関係、油脂関係などである。詳細
は、「朝鮮に於 ける統制経済法令及其の違反情況調査」(司 法省刑事
局 『経済月報』第1巻 第6号 、1941年12月)37～45頁 、参照。
(13)具 体的な実例 については、山内、前掲書、378～385頁 。
(14)法 令 の対照は、内閣印刷局編刊 『法令全書』各年版、朝鮮総督府
法務局編、前掲 『朝鮮時局経済関係法令例規集 第一追録』、朝鮮
総督 府企画部 編 『朝鮮 時局関係 法規』(1944年 。復刻、柏書 房、
1996年)等 によった。
(15)こ の場合 も、多 くはその条文 に若干の差異がある。しかし、内地




ル件(1938年6月 、府令第127号)の ような例外 を除 くと、必 ずし
も朝鮮 と内地の統制 の寛厳の差 を読み とりがたいので、 ここではこ
の問題 には立ち入 らない。
(16)タ ングステン鉱水鉛鉱 ノ配給調整規則(1939年10月 、府令第179
号)、 朝鮮 白米取締規則(1939年11月 、府令第175号)、 米穀 ノ搗粉
等ノ使用禁止二関スル件(1939年12月 、府令第206号)、 特殊農産物
種子需給調整規則(1940年7月 、府令第160号)。
(17)内 地では、既に1917年9月 、農商務省令第20号 「暴利 ヲ目的 トス
ル売買ノ取締二関スル件」及び1923年9月 、勅令第405号 「生活必
需品二関スル暴利取締ノ件」が施行されていた。なお、これらの内
地法令 と朝鮮の関係については、飯島浩三 「暴利取締 を論ず」(『警
務彙報』第233号 、1925年9月)を 参照。
(18)以 上 は、河 元 鎬、前 掲 論文、820、826、828頁 に よる。な お、
1939年12月 改正で 「暴利行為等取締規則」 と改称 したが、煩雑 を避
けるため本稿では 厂暴利取締令」で統一してある。
(19)朝 鮮総督府殖産局長談 「暴利行為等取締規則二就テ」(朝 鮮総督
府法務局編 『朝 鮮時局経済関係法令例規集』司法協会、1940年)
884-1～884-2頁 。
(20)な お、朝鮮 における経済事犯 には朝鮮人 のみな らず在朝鮮内地人
も含まれるが、全体 に占める割合 は小 さかった。刑事裁判第一審 に
おいて経済法令違反で有罪 となった者(朝 鮮人 ・内地人 の順)は
1938年 一256名 ・15名、39年 一1110名 ・48名、1940年 一7439名 ・565
名 となっている(朝 鮮総督府法務局 『第79回 帝 国議会説明資料』
1941年 。『朝鮮総督府 帝国議会説明資料』第5巻 、復刻、不二出版、
1994年 、20～21頁)。
(21)経 済警察における 「厳罰主義」への転換 については、金尚範、前
掲論文、115頁 。松田、前掲論文で もこの問題 をより詳細 に考察す
る予定である。
(22)発 足時の経済警察官の定員は561名 だったが、1940年2月 に601名 、
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同年8月 に492名 に増員 された(朝 鮮総督府警務局経済警察課編刊
『朝鮮経済警察概要』1941年 、4～7頁)。
(23)こ の点に関 しては、西田美昭 「戦時下の国民生活条件一戦時闇経
済の性格 をめ ぐって」(大 石嘉一郎編 『日本帝国主義史』第3巻 、
東京大学出版会、1994年)377頁 も参照。
(24)前 掲 「朝鮮に於 ける統制経済法令及其の違反情況調査」48頁 。
(25)朝 鮮総督 府司計 課 『第85回 帝国議会説 明資料』(1944年 。前 掲
『朝鮮総督府 帝国議会説明資料』第9巻 、258頁)。
(26)こ れ らの点 については、許英蘭、前掲論文、羽鳥敬彦 「戦時下
(1937-45年)朝 鮮 にお ける通貨 とイ ンフレー シ ョン」(飯 沼二
郎 ・姜在彦編 『植民地期朝鮮の社会 と抵抗』未来社、1982年)も 参
照されたい。
(27)1940年7月 ～41年8月 の統計 に基づ く。前掲 「朝鮮 に於 ける統制
経済法令及其の違反情況調査」60頁 。





交付 ・返納手続 きが厳格 に定められていたためと思われ、皮革の場
合は軍需物資たると同時に日本帝国の生産額の約半分を占めていた
ことが関わる。銅の場合は真鍮食器に使用されていたため朝鮮人消




(31)卞 恩 眞 『日帝 戦時叫入ドi}期(1937-45)朝 鮮 民衆 潮 現実認識
斗 抵抗』(高 麗大学校大学院史学科博士論文、1998年)、 松田利彦
「総力戦期の植民地朝鮮 における警察行政一警察官による 「時局座
談会」を軸 に」(『日本史研究』第452号 、2000年4月)、 張信 「『朝
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鮮検 察要報』暑 薯司 甚 太 平洋戦争末期(1943～45)斜 朝鮮社
会」(『歴史問題研究』第6号 、2001年6月)。
(32)こ れ らの 問 題 に つ い て は、金 仁 鎬、前 掲 書、122～124頁 、
134～142頁 、許英蘭、前掲論文、320～323頁 、樋 口雄一 『戦時下朝
鮮 の農民生活誌』(社 会評論社、1998年)11～54、181～184頁 等 を
参照。
(33)『京城 日報』42・11・6。 高等法院検事局編刊 『朝鮮刑事政策資料』
1943年 版(1944年 か)103～104頁 、187頁 。朝鮮総督府 司計 課 『第
85回 帝国議会説明資料』(前 掲 『朝鮮総督府 帝国議会説明資料』第
9巻 、258頁)。
(34)朝 鮮総督府 『第86回 帝 国議会説明資料』(1944年 。前掲 『朝鮮総
督府 帝国議会説明資料』第10巻 、116頁)。
(35)朝 鮮経済統制協力連絡会 ・朝鮮商工会議所 『経済統制協力への指
針』(朝 鮮経済統制協 力連絡会、1943年)47～48頁 。同書 は、1942
年11月 の全朝鮮での経済統制協力会議 と翌年2月 の地方別の同会議




(37)殖 産局長 ・警務局長発各道知事宛通牒 ・物第96号 「暴利行為等取
締規則中改正二関スル件」(1940年7月)、 殖産局長 ・警務局長発各
道知事宛通牒 ・通牒番号不明 厂暴利行為等取締規則施行 二関スル
件」(同 年8月)(朝 鮮総督府警務局経済警察課編刊、前掲 『朝鮮経
済警察関係法令集 第三回追録』454～458頁)。
(38)『朝鮮朝 日 南鮮版』42・11・6。 露天商 ・行商人 に腕章を付 けさせ






(40)「 検事 の指揮 に基 く一一斉取締 実施 に就て」(『朝鮮検察要報』第7
号、1944年9月)16～19頁 。女性 による闇行商人 については、「新
興所得者層の生活実態」(同 前、第10号 、1944年12月)で も取 り上
げられている。
(41)西 田、前掲論文、383頁 。
(42)朝 鮮 総督府 司計課 『第85回 帝 国議会説 明資料』(1944年 。前掲
『朝鮮総督府 帝国議会説明資料』第9巻 、258頁)。 労務調整令違
反者の具体的な人数は前掲表4を 見 よ。 また、国民徴用令違反者は
1944年 前半期で270名 とされている(朝 鮮総督府 『第86回 帝国議会
説明資料』(同 前、第10巻 、118頁)。
(43)詳 細 は、松田、前掲 「総力戦期 の植民地朝鮮における経済警察」
に譲 る。なお、引用は、「経済統制二伴 フ警察事務二従事 スル者 ノ
増員説明」(「内務大臣請議朝鮮総督府部内臨時職員設置制中改正ノ
件」1944年7月 、『公文類聚』2A-13類2822、 国立公文書館所蔵)。
(44)「 臨時道警察部長会議 に於ける総督訓示」水野直樹編 「朝鮮総督
論告 ・訓示集成』第5巻(緑 蔭書房、2001年 、622頁)。
(45)『 朝鮮朝 日 北西鮮版』44・9・17。 厂昭和十九年 に於 ける半島思想
情勢」(『朝鮮検察要報』第13号 、1945年3月)24頁 。
(46)「 時局関係不穏言論事犯」(『朝鮮検察要報』第1号 、1944年3月)
24頁。「銓衡場 に於 ける半島人の徴用忌避の実相」(同 前、第10号 、
1944年12月)13頁 。
(47)比 較的最近の研究で この問題 を正面か ら扱 ったもの として、西成
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